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厚生労働科学研究費補助金 

（労働者の健康状態及び産業保健活動が労働生産性に及ぼす影響に関する研究） 

分担研究報告書 

労働生産性を向上させる健康介入プログラムを評価するための研究デザイン 
 

研究分担者 永田智久  産業医科大学産業生態科学研究所助教 

研究分担者 永田昌子  産業医科大学産業医実務研修センター助教 

研究代表者 森 晃爾  産業医科大学産業生態科学研究所教授 

研究要旨： 

本研究では、介入プログラムの生産性や経済面での効果を評価する方法とその課題につ

いて検討することとした。 

評価方法としては、疫学研究の手法である信頼性の高いランダム化比較試験が最も望ま

れるが、実施については様々な困難が伴う。第一に対照群を設定すること、第二に介入群

と対照群のランダム化、対照群への効果の波及などによる研究の限界点が挙げられる。対

照群の設定については、wait-list-trial法、対照群に他の介入を実施する方法、crossover

法、介入群と対照群を地理的に離れた集団を選択する等影響が少ない群を選ぶなどの方法

が考えられた。 

労働生産性への貢献を測る効果指標として、疾病休業者数・日数(absenteeism)、

presenteeism が挙げられるとともに、有所見率等も併せて評価するとよいと考えられた。 

さらに健康介入プログラムに対する投資を促すためには、経済評価を行ない、投資に対

する効果を示す評価が必要である。具体的には、absenteeism や presenteeism などの労

働生産性を効果指標とし、費用効果分析、費用便益分析を実施することになると考えられ

た。 

 直接的に生産性に効果を与える疾患として、腰痛・うつ病・アレルギー・頭痛などが挙

げられ、このような疾患を対象とし、生産性をアウトカムとし、経済評価も併せて行う研

究が、数多く実施されることが望まれる。 

研究協力者 

小林  祐一  HOYA 株式会社 

小田上 公法  HOYA 株式会社 

 

A．目的 

労働者の健康に対して、事業者による法

令を超えた範囲で投資を促すためには、そ

の成果が労働生産性の向上など経営上の

成果に繋がることが必要となる。しかし、

これまで産業保健活動の生産性への貢献

に関する検討は、我が国では十分に行われ

てこなかった。 

本研究では、介入プログラムの生産性や

経済面での効果を評価する方法とその課

題について検討することとした。 
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B．方法 

1．グループディスカッション 

研究班メンバー4 名および、企業に所属する

専属産業医 2 名、計 6 名が議論し、以下の点

について検討した。 

(1)産業保健現場で実施可能な健康介入プロ

グラムの方法及びその評価方法 

(2)労働生産性を向上させうる疾患とその介入

方策について 

 

2．文献調査 

職域において、労働生産性を向上させる

プログラムの効果を評価した介入研究に

ついて、先行研究をレビューする目的で、

文献検索を実施した。 

検索実施日：2014 年 3 月 2 日 

検索方法：Pubmed により、「疾患名＋

productivity（＋workplace or employee）」

を検索ワードとした。 

 

C．結果 

１.グループディスカッション 

（産業保健活動による生産性への貢献の

評価方法） 

・産業保健現場において、健康介入プログ

ラムによる生産性への貢献を評価する方

法としては、疫学研究の手法であり、研究

結果の信頼性が最も高いランダム化比較

介入試験が望ましい。 

  

（介入研究の研究デザイン） 

・産業保健分野においても他分野と同様に、

ランダム化比較介入研究の実施は困難で

あることが知られている。 

・実際に産業保健の現場で介入研究を行う

場合、介入を行わない群として対照群を設

定することに対して、従業員に公平に産業

保健サービスを実施することが常である

職場の理解は得ることは困難である場合

が多い。対照群を設定できた場合であって

も、介入群と対照群をランダム化割り当て

をすることは困難である。医中誌により、

「介入研究 ＋ 産業保健」で検索し該当

した 93 件（うち日本での介入研究 4 件）

のうち、ランダム化比較試験を実施した研

究は１つ[1]しか見当たらず、日本におい

て職域でランダム化比較試験を実施する

ことが困難であることが窺える。次に

PubMed にて「workplace ＋ intervention 

＋Randomized Control trial ＋japan」で

検索したところ 12 件該当し、入手できた

論文のうち職域での介入プログラムの検

討であった 9件を確認したところ、コント

ロール群にも何らかのプログラムを提供

しているものが 4件、後半に介入を行う待

機 群 を 対 照 群 と す る 待 機 法

（wait-list-trial）が 1 件、職場ごとに

クラスターランダム化という手法が使用

された研究 1件が含まれていた[2－9]。 

また、介入群と対照群が同一の職場で働

いている場合など、非介入群へ効果が波及

することも指摘[10、11]されており、実施

及び評価をする際には注意が必要である。 

その他にも、２つかそれ以上の介入を順

番に実施し、効果を評価する crossover 法

などの工夫をとることで、職場での理解を
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得やすくなる可能性がある。 

最後に、ランダム化は困難であっても対

照群を設定する、対照群を設定することが

難しい場合は、介入の前後を比較すること

などで、限界はあるが評価可能である。 

 

（介入プログラムの効果指標） 

有所見率、検査結果の異常高値者などで行

うとともに、労働生産性については、疾病

休 業 者 数 ・ 日 数 (absenteeism) 、

presenteeism、医療費等が考えられる。 

 

（経済評価の研究デザイン） 

・経済評価とは、費用と結果の両面から見

た保健医療プログラムの比較分析であり、

費用効果分析、費用効用分析、費用便益分

析、費用最小化分析がある。経済評価研究

の分類は、図 1の通りである。 

・ 効 用 は 、 質 を 調 整 し た 生 存 年

（Quality-Adjusted Life Year:QALY)が使

用されることが多い。また、便益の計算方

法として、その時々に利用可能な科学的な

知識を十分に与えられた状態で個人がプ

ログラムに支払う最大の支払い意思額

(willingness to pay)を計算することが多

い。 

・完全な経済評価となるためには、プログ

ラムの費用（投入）と結果（算出）をとも

に検討していること、複数の代替案と比較

していることが必要である。図2において、

「実験デザイン」がそれにあたる。 

・経済評価研究を行う場合には、以下の点

を確実に行うよう、注意することが必要で

ある。 

1．分析の立場を明確にする。 

2．代替案との比較を行う。 

3．費用のデータを詳細に示す。 

4．プログラムの効果が何であるかを明確

にする。 

5．割り引きをおこなう。 

6．感受性分析をおこなう。 

7．増分分析をおこなう。 

8．費用効果比、費用便益比を計算する。 

 

（労働生産性を向上させうる疾患） 

労働生産性を向上させる介入プログラム

を実施する対象疾患を、以下の条件で検討

した。 

・労働生産性に影響を及ぼす疾患であるこ

と。 

・介入プログラムが存在し、職場で実施可

能であること。 

・対象疾患と介入プログラムが、産業保健

活動のなかで優先順位が高いものである

こと、または、優先順位が高いと説明する

ことが可能であること。 

 

その結果、以下の対象疾患があがった。 

 

 

 

 

腰痛： 

・腰痛予防のための対策として、人間工学

的要素を取り入れた職場環境の整備（椅子

や机などのオフィス機器の整備、重量物の

腰痛、うつ病、睡眠、アレルギー、頭

痛、歯科、眼症状（ドライアイ） 
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運搬や荷揚げを補助する治具の整備など）

を行うことは比較的容易である。また、腰

痛体操の実施、腰痛に関する教育など、介

入のための様々な施策を検討することが

できる。 

・職域における人間工学的対策は、費用対

効果（費用対便益）が高いことが知られて

いる。 

・腰痛の有訴率が高く、日本における労働

生産性の調査（Stanford Presenteeism 

Scale を使用）では、腰痛による労働生産

性の低下がもっとも高いという報告があ

る。 

・海外で実施している腰痛対策のプロトコ

ールを日本で実施することにも意義があ

る。 

 

うつ： 

・メンタルヘルス不調による復職プログラ

ムの見直しを介入プログラムにするのは

どうか。 

・休職中の介入の違いによって、復職まで

の期間に違いが出るのではないか。具体的

には、休職中の電話連絡の有無、保健師に

よる構造化面接（２週間に１回）実施を介

入プログラムとする。 

・保健師のみしか居ない事業所でも実施で

きる程度のシンプルな（汎用性のある）介

入内容で行うのが現実的である。 

・RCT が難しい場合は、前後比較で評価す

ることも検討する。たとえば、全国に事業

所がある同一企業で、地域性を考慮しつつ、

介入の有無で、前後比較を行う。 

・効果指標は、復職後の経過(Return to 

work)、傷病手当金、うつ再発率などとす

る。 

 

花粉症（眼症状、鼻症状）： 

・花粉症の有病率（厚生労働省）は 15.7％

であり、影響は小さくはない。 

・介入プログラムとして、予防内服（社内

処方 or 受診勧奨）、マスク着用がある。 

・予防内服をする場合としない場合で

presenteeism にどれくらい差があるのか、

検証することは有用である。ただし、健康

への影響が明らかなものについてRCTを実

施することは倫理的に問題があり、注意を

要する。 

・花粉の飛散量は、時期や地域によって異

なり、それによって症状が変わるため、研

究対象者の選定に注意を要する。 

・介入研究において、介入群・対照群の振

り分けを、ランダムでなく、自由意志で分

ける場合、介入群に重傷者が多くなる可能

性があることに注意する。その場合には、

「症状の強さスケール」を予め測定し、補

正する必要がある。 

・介入プログラムを予防内服とした場合、

分析の際に、交絡因子が多い（性格、副作

用の経験、交絡因子同士の影響）点に注意

する必要がある。 

・経済評価を行う場合、誰がコストを負担

して、誰にベネフィットがあるのかを事前

に吟味することが重要である。   一見、

マスクは会社、内服は健保が負担するのが

一般的と思えるが、誰にベネフィットがあ

るのかを考えた場合、マスクは健保にベネ

フィット（予防によって受診者数、回数が

減る可能性がある）があり、予防内服は会

社にベネフィット（仕事のパフォーマンス
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が上がる可能性がある）があると考えるこ

とも出来る。この点の検討を詳細に行うこ

とが重要である。 

 

その他： 

・健康診断の異常高値者に対する介入につ

いて、保健指導のみで対応する場合と、産

業医による就業制限をかける場合とを比

較してはどうか。 

 

2.文献調査 

（各疾患の文献レビュー） 

表 1・表 2・の通りである。 

表 1：献検索結果（文献数） 

表 2：献検索したなかで、職域の介入プロ

グラム研究を抽出した。 

 職域の介入プログラムとして、労働生産

性に着目している文献は、腰痛 11 件、う

つ 8件、睡眠 1件、頭痛 3件、ドライアイ

2件、計 25 件と少なく、今後、生産性をア

ウトカムとした研究の実施が幅広く実施

されることが望まれる。 

 

D．結論 

 本分担研究では、産業保健活動の中で健

康介入プログラムを実施する場合、そのプ

ログラムの生産性への貢献を評価する方

法を検討した。 

評価方法としては、疫学研究の手法であ

る信頼性の高いランダム化比較試験が最

も望まれるが、実施については様々な困難

が伴うが、対照群の設定について、

wait-list-trial 法、crossover 法、対照

群に別の種類の介入を実施する方法など

が行われていた。労働生産性の効果指標と

して、疾病休業者数・日数(absenteeism)、

presenteeism が挙げられるとともに、有所

見率等も併せて評価するとよいと考えら

れた。 

また、経済評価を行ない、投資に対する

効果を示す評価として、費用効果分析、費

用便益分析を実施することが望まれる。 

 直接的に生産性に効果を与える疾患と

して、腰痛・うつ病・アレルギー・頭痛な

どが挙げられ、このような疾患を対象とし、

生産性をアウトカムとし、経済評価も併せ

て行う研究が数多く実施されることが望

まれる。 
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図 1．経済評価研究の分類 

                    

                    

 

 

 

 

 

    

図 2．経済評価の研究デザイン 

 

対象疾患 検索ワード 全文献 
RCT*1 の

み 

SR*2 の

み 

該当文

献 

腰痛 low back pain AND productivity 249 28 19 11 

うつ 

depression AND productivity 2617 176 - - 

depression AND productivity AND 

workplace 
- 6 - 

8 

depression AND productivity AND employee - 4 - 

睡眠 

sleep AND productivity 3338 450 - - 

sleep AND productivity AND workplace - 1 - 
1 

sleep AND productivity AND employee - 1 - 

アレルギ

ー 

allergy AND productivity 1935 116 - - 

allergy AND productivity AND workplace - 1 - 
0 

allergy AND productivity AND employee - 0 - 

頭痛 headache AND productivity 415 41 - 3 

ドライア

イ 

dry eye AND productivity 74 3 - 
2 

dry eye AND presenteeism 2 - - 

表 1．文献検索による文献数（Pubmed にて；検索日：2014/3/2 

＊1: Randomized Control Trials, ＊2: Systematic Reviews 
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